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統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案に関する意見書 
 

ＩＲ整備推進法案については、観光及び地域経済の振興に寄与するとともに財政の改善に資

するものとして、昨年４月に国会に上程され、継続審査になっている中、本年３月２５日の衆

議院内閣委員会において、菅内閣官房長官が「観光立国にＩＲは欠かせない。政府としては引

き続き検討」と発言し、ＩＲの検討を進める方針を明確にした。 

ＩＲの導入が可能となれば、国際会議場・見本市会場等のＭＩＣＥや質の高いエンターテイ

ンメント機能などの新たな観光資源の創出に伴い、海外からの観光客などを呼び込み、地域経

済の活性化や雇用機会の創出、産業集積・産業振興に加えて経済波及効果や税収の増加などの

効果が期待できるところである。 

一方で、日本国内にはＩＲがなくても観光客が増える多様な観光資源があり慎重な議論が必

要との意見がある。また、カジノ施設については、ギャンブル依存症に対する予防と治療の両

面から、その解消に向けた取り組みや、青少年に対する影響への対策、近隣地域の住民や利用

者に対するセーフティネットが必要不可欠である。さらに、公共の秩序維持や治安の悪化に対

する懸念があり、反社会的組織の関係者などのカジノ施設への入場制限が求められている。 

よって国におかれては、ＩＲの法制化にあたって、ＩＲのメリットを最大限発揮できる仕組

みと、デメリットに対する不安や懸念を払拭するための対策について、あらゆる角度から検討

を行い、国民の理解を得る努力をされることを要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


